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単式簿記

１．地方公会計制度

収入・支出を一面的に記帳

企業会計官庁会計

複式簿記

現金主義

発生主義

借方・貸方に二面的に記帳

車両100万円 借金40万円（負債増加）

（資産増加） 現金60万円（資産減少）

現金の収支に着目した会計

経済事象の発生に着目した会計

○ 執行状況の把握に優れる ○ 資産、コストの見える化

減価償却費、退職手当引当金等

のコスト情報の把握

→将来負担の一層の見える化

○ 歳出として現れないコスト情報、資

産・負債のストック情報が把握できない。
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１．地方公会計制度

（

（特別会計） （企業会計）

国民健康保険事業 水道事業

介護保険事業 下水道事業

後期高齢者医療事業 ガス事業

卸売市場事業

堅田駅西口土地区画整理事業

駐車場事業 全体財務書類

一般会計

（特別会計）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

堅田駅西口土地区画整理事業の一部

病院事業債管理

学校給食事業 一般会計等財務書類

連結財務書類

大津市での財務書類の対象となる団体（会計）

（一部事務組合） （第三セクター等）

滋賀県市町村職員研修センター (公財)大津市公園緑地協会

滋賀県後期高齢者医療広域連合 (一財)大津市勤労者互助会

滋賀県市町村交通災害共済組合 (社福)大津市社会福祉協議会

(社福)大津市社会福祉事業団

（地方独立行政法人） (公社)びわ湖大津観光協会

市立大津市民病院 (株)大津ガスサービスセンター

びわ湖ブルーエナジー

浜大津都市開発(株)
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２．貸借対照表（一般会計等）

○固定資産
・事業用資産 2,440億円
・インフラ資産 2,615億円
・投資及び出資金 196億円
・基金 164億円
・その他 144億円

○流動資産
・現金預金 68億円
・未収金 7億円
・基金 56億円

・その他 9億円

○固定負債
・地方債 1,170億円
・退職手当引当金 146億円
・その他 26億円

○流動負債
・地方債 102億円
・その他 51億円

○純資産 4,204億円

資産の部 負債の部

純資産の部

資産計 5,699億円 負債･純資産計 5,699億円

〇本市が有する全ての「資産」と
「負債」を一覧にまとめたもので、
左側に「資産」、右側に「負債」と
資産と負債の差額である「純資産」
が記載されています。

〇健全な財政運営のためには、この
将来世代に残される資産の純額
（「純資産」）を維持していくこと
が重要です。

〇5,699億円の資産総額のうち、道
路や公園などの「インフラ資産」と
学校や保育所、公営住宅、清掃施設
などの「事業用資産」等との合計で
ある「有形固定資産」で資産全体の
89.3%（5,088億円）と資産全体のほ
とんどを占めています。
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２．貸借対照表（一般会計等）

(単位：億円）
R元(A) Ｈ30(B) （A-B) R元(A) Ｈ30(B) （A-B)

○固定資産 ○固定負債

・事業用資産 2,440 2,386 54 ・地方債 1,170 1,133 37

・インフラ資産 2,615 2,608 7 ・退職手当引当金 146 145 1

・投資及び出資金 196 194 2 ・その他 26 22 4

・基金 164 104 60 ○流動負債

・その他 144 145 △ 1 ・地方債 102 104 △ 2

○流動資産 ・その他 51 51 0

・現金預金 68 49 19

・未収金 7 7 0 ○純資産 4,204 4,091 113

・基金 56 42 14

・その他 9 11 △ 2

資産合計 5,699 5,546 153 負債・純資産合計 5,699 5,546 153

〇地方債等負債が35億円増加しまし
たが、総資産と負債の差額として将
来の世代へ残される資産の純額
（「純資産」）は113億円増加しま
した。

〇事業用資産では、ごみ処理施設整
備のうち、令和元年度は61億円を新
たに建設仮勘定に計上しました。ま
た、中学校給食の全市実施に伴い、
東部学校給食共同調理場の整備費に
ついて33億円を建物として資産計上
しました。

○ガス事業会計から納付を受けた剰
余金のうち60億円を学校給食事業特
別会計において基金を造成したため
固定資産の基金が増加しました。

前年度比較貸借対照表
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３．行政コスト計算書

１．人にかかるコスト 203億円
（職員の給料や議員の報酬、退職手当引当金繰入額など）

２．物にかかるコスト 310億円
（消耗品や委託料、建物の維持管理や減価償却費など）

３．補助金などのコスト 150億円
（各種団体等への補助金や負担金など）

４．社会保障費などのコスト 344億円
（障害者福祉や生活保護などの福祉サービス、医療助
成等の社会保障など）

５．その他のコスト 98億円
（他会計への繰り出し金など）

（一般会計等）

経常収益 58億円
（使用料、手数料などの利用者受益負担）

純経常行政コスト 1,047億円

臨時損益（△は益） △83億円

純行政コスト 964億円

〇１年間の行政運営コストのうち、
福祉サービスの提供といった本市の
資産形成に結びつかない行政サービ
スに要したコストを人件費、物件費、
その他の業務費用、移転費用に区分
して表示したものです。

〇市の１年間の行政活動のうち、人
的サービスや給付サービスといった
行政サービスに係る経常的に発生す
る経費である経常費用は1,105億円
となりました。

〇経常費用のうち一番割合の高かっ
たのが、移転費用に含まれる児童手
当や生活保護費等の「社会保障給
付」(31.1%)、次いで「物件費等」
(28.0%)、「人件費」（18.4%）でし
た。
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３．行政コスト計算書
（一般会計等）

（単位：億円）

R元(A) H30(B) (A-B)

１．人にかかるコスト 203 201 2

２．物にかかるコスト 310 308 2

３．補助金などのコスト 150 103 47

４．社会保障費などのコスト 344 327 17

５．その他のコスト 98 110 △ 12

経常収益 58 61 △ 3

純経常行政コスト 1,047 988 59

臨時損益（△は益） △ 83 11 △ 94

純行政コスト 964 999 △ 35

〇人口減少社会を見据えた持続可能
な都市経営のため、予算規模の適正
化を図りながら、限られた財源を効
率的に活用した行財政運営に努めて
います。

〇補助金などのコストでは市立大津
市民病院運営負担金57億円の計上に
より、一般会計ベースで47億円の増
加となりました。

〇社会保障費は年々進行する高齢化
などに伴い増加傾向にあります。

○ガス事業会計から納付を受けた剰
余金の85億円計上により臨時利益が
大幅に増加しました。

前年度比較行政コスト計算書
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４．純資産変動計算書

前年度末純資産残高 4,091億円

（一般会計等）

純行政コスト △964億円

税収等 728億円
国県等補助金 314億円

本年度差額 78億円

その他の変動 35億円

本年度末純資産残高 4,204億円

〇１年間で純資産（市が保有してい
る総資産のうち、将来の負担がなく、
将来世代に残される資産の純額）が
どのように増減したかを示すもので
す。

〇行政コスト計算書で算定した純行
政コストに対して税収等及び国県等
補助金の財源を加えた後の「本年度
差額」は、78億円となりました。

財源 1,042億円
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財務活動収支 38億円

8

５．資金収支計算書

人件費 203億円 物件費 217億円
社会保障費 344億円 その他 247億円

（一般会計等）

税収等 726億円 国県等補助金 294億円
その他 143億円

業務活動収支 152億円

公共施設等整備費 119億円
基金積立 78億円 その他 3億円

国県等補助金 20億円 基金取崩 3億円
資産売却 4億円 その他 1億円

投資活動収支 △172億円

借金の返済 106億円 その他 7億円

借金の借入 151億円

本年度資金収支 18億円

本年度期末現金預金残高 68億円

業
務
活
動

投
資
活
動

財
務
活
動

支
出

収
入

支
出

収
入

収
入

支
出

〇１年間における資金の流れを表し、
本市の活動を業務活動収支、投資活
動収支、財務活動収支の別に区分け
することによって、それぞれの活動
ごとの資金の「調達元」や、その
「使いみち」を明らかにすることが
できます。

〇令和元年度おける実質単年度収支
は33億円（一般会計）ですが、資金
収支計算書で、「業務活動収支」、
「投資活動収支」、「財務活動収
支」の３区分のバランスを見ると、
「業務活動収支」、「投資活動収
支」、「財務活動収支」はそれぞれ
黒字、赤字、黒字となっており、業
務活動と財務活動による収支の黒字
分を公共施設等への投資につなげて
いる状況が分かります。



Lake Biwa

Otsu City 9

５．資金収支計算書
（一般会計等）

(単位：億円）
R元(A) H30(B) (A-B) R元(A) H30(B) (A-B)

業務活動収支 152 64 88 財務活動収支 38 △ 39 77

業務活動等支出 1,011 965 46 財務活動支出 113 164 △ 51

人件費 203 209 △ 6 借金の返済 106 157 △ 51

物件費 217 216 1 その他 7 7 0

社会保障費 344 327 17 財務活動収入 151 125 26

その他 247 213 34 借金の借入 151 125 26

業務活動等収入 1,163 1,029 134 本年度資金収支額 18 △ 24 42

税収等 726 709 17 前年度末資金残高 18 42 △ 24

国県等補助金 294 261 33 本年度末資金残高 36 18 18

その他 143 59 84

投資活動収支 △ 172 △ 49 △ 123

投資活動支出 200 94 106

公共施設等整備費 119 88 31

基金積立 78 3 75

その他 3 3 0

投資活動収入 28 45 △ 17

国県等補助金 20 39 △ 19

基金取崩 3 2 1

資産売却 4 3 1

その他 1 1 0

〇ごみ処理施設整備や中学
校給食開始のための東部学
校給食調理場の整備費など
により、公共施設等整備費
支出は119億円となりまし
た。

〇ガス事業会計から一般会
計に対して納付を受けた剰
余金85億円により業務活動
収入が大幅に増加しました。

○ガス事業会計から納付を
受けた剰余金のうち60億円
を学校給食事業特別会計に
おいて基金を造成したため
投資活動支出が大幅に増加
しました。

前年度比較資金収支計算書
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６．指標による分析

〇地方公会計による指標は財政健全化を維持
・減価償却は進行していることから、公共施設等の老朽化への備えが重要です。
・公共施設等の整備に係る将来世代負担比率はやや上昇したものの、中核市の平

均的な値より低い水準です。
・基礎的財政収支は、税収・税外収入と公債費を除く歳出との収支を表し、政策

的経費を税収等でどれだけまかなえているかを示す指標です。令和元年度は、
ガス事業会計からの納付金の影響により、前年度より増加しました。

地方公会計による指標

令和元年度 平成30年度 中核市中央値

61.2% 60.2% 60.1%

13.7% 13.2% 18.3%

6,602百万円 2,946百万円 561百万円
有形固定資産減価償却率：一般会計等における減価償却累計額を建物や工作物などの償却資産残高で除した数値

将来世代負担比率：地方債残高（臨時財政対策債等を除く）を有形固定資産・無形固定資産の合計額で除した数値

基礎的財政収支：業務活動収支（支払利息支出除く）と投資活動収支（基金積立金支出・基金取崩収入除く）の合計額

将 来 世 代 負 担 比 率

基 礎 的 財 政 収 支

指 標 名

有形固定資産減価償却率


